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令 和 ６ 年 度 の

◎市制70周年記念事業

瑞浪市制70周年記念式典

ダイヤモンドキッズカレッジ キャラバンイベント

総合防災訓練 パレオパラドキシア標本展示

みずなみ世界一プロジェクト
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主 な 事 業

◎子育て環境の整備

◎市の魅力発信

◎通学路の安全確保 ◎消防力の強化

◎利便性の向上（DX推進）

小規模保育事業所施設整備補助事業

地場産品ブラッシュアップ事業 お試し移住体験事業

市道等整備交付金事業 消防車両・救急車両等更新事業

公共施設予約システム導入事業

マカナ保育園

市道三角・ 糠線
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〔１〕歳入歳出決算概要

財政健全化判断比率

※　財政力指数、実質公債費比率については３ヵ年（４～６年度）の平均です。
※　標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額を含みます。
※　各財政指標等の用語説明はＰ107～Ｐ109参照

％

将 来 負 担 比 率 － ％ － ％ ％

実 質 公 債 費 比 率 2.4 ％ 2.3 ％ 8.6

％

連結実質赤字比率 － ％ － ％ ％

実 質 赤 字 比 率 － ％ － ％

千円

市 債 残 高 （ 市 全 体 ） 18,277,565 千円 19,054,375 千円 ― 千円

市債残高（普通会計） 12,235,452 千円 12,464,587 千円 18,754,733

％

積 立 基 金 残 高
（ 普 通 会 計 ） 8,374,844 千円 8,202,925 千円 7,554,372 千円

実 質 収 支 比 率 7.6 ％ 7.7 ％ 6.5

経 常 収 支 比 率 90.6 ％ 90.9 ％ 92.0 ％

財 政 力 指 数 0.59 0.60 0.54

千円

標 準 財 政 規 模 10,226,250 千円 9,874,639 千円 11,100,607 千円

標 準 税 収 入 額 等 6,422,086 千円 6,309,757 千円 6,562,178

千円

基 準 財 政 収 入 額 5,102,071 千円 5,021,198 千円 5,186,546 千円

基 準 財 政 需 要 額 8,862,026 千円 8,496,934 千円 9,642,415

　また、本市における主な財政指標は、次のとおりです。

区 分 ６ 年 度
５ 年 度

瑞 浪 市 類 似 団 体 （ I-2)

一　　般　　会　　計

  歳入歳出予算は、当初１９，０５０，０００千円を計上、その後補正を重ね１９，７４５，８００千円となり、

これに繰越明許費繰越額等６２４，３４２千円を含め、総額で２０，３７０，１４２千円となりました。

　決算については、歳入１９，２９７，８５０千円、歳出１８，２３７，５６７千円で差引額１，０６０，２８３千円

を翌年度に繰り越しました。この繰越金の内訳は、繰越事業費等充当財源繰越金が２８１，２９１千円

で、残額の７７８，９９２千円が純繰越金となりました。
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（２）歳出目的別・性質別決算額

 　　　　　　　　 　　　 　　 性　　　　 　  　　質　　　 分  　　　　 　　  別　　　　   

1 2 3 4 5 6 旧復害災７設建通普

費 業 事  費 業 事   等費助補 費 助 扶費修補持維費　件　物費 件 人

60
(60)

7,005 98,279
(7,005) (2,509)

目 2,896,032 67,030
(1,665) (166)

5,204 212,164
(1,715) (4,855)

的 240
(240)

825 18,346 163
(825) (130) (163)

別 40 30,011
(40) (733)

2,345 817,935 1,616
(2,345) (27,452) (1,616)

分 9,780 323,538
(9,780) (6,877)

16,959 1,091,737
(2,690) (21,226)

類 36,757

6 年 度 (A) 3,387,180 3,183,213 223,410 2,938,490 1,841,445 2,659,040 38,536

性 5 年 度 (B) 3,291,857 2,839,852 213,064 3,155,525 1,458,407 2,127,121 62,615

6 年 度 18.6 17.5 1.2 16.1 10.1 14.6 0.2

5 年 度 19.1 16.5 1.2 18.3 8.4 12.3 0.4

別 比 (A)-(B) (C) 95,323 343,361 10,346 △ 217,035 383,038 531,919 △ 24,079

較
（C）/（B）×

100
2.9 12.1 4.9 △ 6.9 26.3 25.0 △ 38.5

※ 扶助費の（ ）内は職員の児童手当、普通建設事業費、災害復旧事業費の（ ）内は支弁人件費を記載（うち数）。

※ 決算書14款予備費は除く。

894,465 634,484

農林水産業費 90,591 54,627

1,390 289,573

1,113労 働 費 8,700

252,889

89,2722,424

衛 生 費

568,4691,931総 務 費

質
構
成
比

1

2

3

5

6

7

決
算
額

4

9

10

8

11

2,623

71,997

区 分

159,710 8,915

783,428

民 生 費 746,394 317,470 10,999 173,076

議 会 費

消 防 費 442,788

46,161

100,893 2,583 31,217

教 育 費 553,253 932,880 34,289

251,144

2,392

906

土 木 費 166,393

商 工 費 109,936

災害復旧費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金 278,861

213,594

136,016

167,402
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（単位:千円，％）

類 　　 

）ｂ（/）ｃ（  0198

他 の そ 金 出 繰 費 債 公     ×100

1,425,011 1,441,698 1,099,544 18,237,567

1,451,630 1,395,111 1,261,495 17,256,677

7.8 7.9 6.0 100.0

8.4 8.1 7.3 100.0

△ 26,619 46,587 △ 161,951 980,890

△ 1.8 3.3 △ 12.8 5.7

　　  目　　　　  　　　的  　　　  　　　別

決 算 額 構 成 比 比 較

5年度 (a)-(b)   (c)6年度

1.0 1,004 0.60.9

5年度 (b)

170,304

6年度 (a)

171,308

1,441,698

776,300

1,425,011

208,706

2,000

13.4

31.0 33.6

△ 341,899 △ 18.1

△ 140,400 △ 2.4

2,980,933 2,628,326 16.3

5,652,699 5,793,099

15.2 352,607

1,544,648 1,886,547 8.5 10.9

0.13,168 14,127

△ 32.9

△ 50,560 △ 10.1

2,798

△ 4.414,770 0.1 △ 643

259,046 385,903 1.4 2.2 △ 126,857

7.4 349,950

450,392 500,952 2.5 2.9

27.4

100,000

6,572 1,627,001 1,277,051 8.9

487,567 △ 1.6

60,355 0.2 0.4 △ 23,598 △ 39.1

495,736 2.7 2.9 △ 8,169

1,451,630 7.8 8.4 △ 26,619 △ 1.81,425,011

28.7

1,884,550 14.7 10.9 792,729 42.12,677,279

36,757

910,799 707,454 5.0 4.1 203,345
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（３） グラフで見た歳入歳出決算

歳　入 財源別

歳　出 性質別

歳入　その他の内訳
依　存　財　源 自　主　財　源

ゴルフ場利用税交付金 0.8％

法人事業税交付金 0.4％

株式等譲渡所得割交付金 0.3％

配当割交付金 0.2％

環境性能割交付金 0.2％

利子割交付金 0.0％

交通安全対策特別交付金 0.0％

自動車取得税交付金 0.0％

財産収入 0.4％

分担金及び負担金 0.1％

市税

（27.4％）

繰越金 （5.0％）

諸収入 （3.7％）

繰入金 （3.4％）

県支出金 （5.4％）

地方特例交付金 （1.1％）
地方譲与税 （1.0％）

その他 （1.9％）

地方消費税交付金 （4.9％）

寄附金 （1.6％）

その他 （0.5％） 使用料及び手数料 （1.5％）

地方交付税

（23.6％）

国庫支出金

（13.0％）

市債

（6.0％）

歳入総額
192億9,785万円

人口一人あたり

551,115円

自主

財
源

（4
3.1％

）

依存

財
源

（5
6.

9％
）

人件費

（18.6％）

扶助費

（16.1％）

公債費

（7.8％）

維持補修費 （1.2％）

災害復旧事業費 （0.2％）

普通建設事業費

（14.6％）

物件費

（17.5％）

繰出金

（7.9％）

その他

（6.0％）

補助費等

（10.1％） 歳出総額
182億3,757万円

人口一人あたり

520,835円

義務

的
経

費
（
4
2.5％

）

そ
の

他
経

費
（4

2.

7％
）

投資的経費（14.8％）

人口 35,016人
（令和7年3月31日）
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（
４

）
歳

入
歳

出
決

算
額

の
推

移

14
5 億 ２ ６ １ ６ 万 円

13
7 億 ７ ８ ０ ５ 万 円

14
1 億 ４ ８ ９ ３ 万 円

13
3 億 ８ ５ ９ ７ 万 円

16
1 億 ３ ９ ８ ６ 万 円

15
4 億 １ ８ ０ ４ 万 円

13
7 億 ２ ５ ２ ４ 万 円

12
8 億 ３ ３ ６ １ 万 円

16
0 億 ９ ３ ２ 万 円

14
9 億 ４ ２ ５ ４ 万 円

14
9 億 １ ８ ３ ３ 万 円

14
0 億 ７ ７ ５ ７ 万 円

14
7 億 ６ ６ ３ ５ 万 円

13
8 億 ５ ４ ５ ９ 万 円

14
9 億 ７ ２ ９ ０ 万 円

13
8 億 ４ ９ ０ ７ 万 円

15
5 億 ９ ０ ６ 万 円

14
6 億 ２ １ ４ １ 万 円

16
2 億 １ ４ ３ １ 万 円

15
4 億 ８ ７ ８ ９ 万 円

16
5 億 ９ ６ １ ８ 万 円

15
3 億 ５ ０ ２ 万 円

16
7 億 ９ ７ ６ ５ 万 円

15
9 億 ３ ４ ５ 万 円

16
8 億 ９ ８ ５ 万 円

15
8 億 ６ ５ ６ ６ 万 円

18
5 億 ４ ０ ６ ７ 万 円

17
5 億 ４ ８ ８ ７ 万 円

16
7 億 １ ８ ５ ３ 万 円

16
0 億 ７ ８ １ １ 万 円

22
0 億 ６ ８ ３ ２ 万 円

21
2 億 ５ １ ５ ７ 万 円

18
8 億 １ ３ ０ 万 円

17
3 億 ３ ５ ３ ５ 万 円

18
5 億 ２ ２ １ １ 万 円

17
6 億 １ ５ ０ ２ 万 円

18
2 億 １ ０ ３ ６ 万 円

17
2 億 ５ ６ ６ ８ 万 円

19
2 億 ９ ７ ８ ５ 万 円

18
2 億 ３ ７ ５ ７ 万 円

02040608010
0

12
0

14
0

16
0

18
0

20
0

22
0

24
0

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

元
2

3
4

5
6

（
億
円
）

（
年
度
）

歳 入
歳 出

※
万

円
未

満
は

四
捨

五
入
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〔２〕 歳入決算状況

１．　市　　税 決算額　　　５，２７９，９７８千円

（単位：千円，％）

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

【入湯税使途】 消火栓新設事業886

【都市計画税使途】

　市税収入は、総額で５，２７９，９７８千円となり、

前年度比△８５，６１４千円、１．６％の減となりまし

た。主な内訳は市民税が△４７，９９４千円、２．２％

の減、固定資産税が△３４，７３７千円、１．４％の減、

都市計画税が△２，１５８千円、０．７％の減、市た

ばこ税が△５，０１４千円、1．8％の減です。

94.1 5,052,334 94.2

△ 0.6

22.2法 6.8

2.4 3.2

定

軽 自 動 車 税 133,530 2.5 129,445

34.3 △ 7.0

100.0 5,365,592

税 小 計 311,308 5.9 313,258

△ 1.7小 計 4,968,670

目 入 湯 税 678

276,154 5.2

45.5 △ 1.4

税

固 定 資 産 税 2,407,874 45.6 2,442,611

0.0 △ 9.1

△ 1.8

40 0.0 44

構成比
｛（ａ）/（ｂ）－１｝
　　　　　　×100

市 民 税 2,156,086 40.8 2,204,080 41.1 △ 2.2

普

区 分
６　　年　　度 ５　　年　　度 伸　　　　率

決　算　額　（a） 構成比 決　算　額　（b）

税 目 別 内 訳

上記のうち
個 人 1,711,831 32.4 1,840,605

市税の税目別決算額

的 都 市 計 画 税 310,422 5.9 312,580 5.8 △ 0.7

諸支出金（下水道事業会計公債費分）198,118

鉱 産 税

法 人 444,255 8.4 363,475

通 市 た ば こ 税 271,140 5.2

合 計 5,279,978 100.0 △ 1.6

30.7886

公債費（都市計画事業分）38,991 ※内訳（街路）32,253、（公園）6,738

0.0 0.0

5.8

都市計画事業基金積立金44,691

固定資産税
24億787万円

(45.6%)

市民税
21億5,609万円

(40.8%)

都市計画税

3億1,042万円

(5.9%) 

市たばこ税

2億7,114万円

(5.2%) 
その他

1億3,446万円

(2.5%)

市税総額５２億７，９９８万円

－ 12 －



－ 13 －



－ 14 －



④滞納処分停止の状況　（地方税法第15条の7）

⑤不納欠損の状況

⑥証明書等発行件数

市税決算額の推移　・　収入額に占める市税の割合

7

※万円未満は四捨五入

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分 納 税 所 得 評 価 公 課 閲 覧 名寄・公図 臨時運行 そ の 他 計

件 数 1,196 2,886 1,968 345 374 1,701 229 583 9,282

区 分 件 数 税 額

個 人 市 民 税 23 1,172

法 人 市 民 税 2 100

固定資産（都計）税 17 2,744

軽自動車税種別割 11 186

計 53 4,202

軽自動車税種別割 0 0 2 13 3 77 5 90

計 21 3,865 13 538 33 1,351 67 5,754

法 人 市 民 税 3 668 0 0 0 0 3 668

固定資産（都計）税 16 3,174 1 42 2 30 19 3,246

区 分

第 1 項 第 1 号 第 1 項 第 2 号 第 1 項 第 3 号
計

財 産 が な い と き 生 活 困 窮 所 在 不 明

件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額

個 人 市 民 税 2 23 10 483 28 1,244 40 1,750

60億4,025万円 52億9,910万円

53億6,559万円

52億7,998万円

47億9,095万円

48億5,439万円

49億6,502万円

49億6,111万円

53億4,921万円
51億7,432万円

28.9 28.9 29.5 
26.8 

32.0 

27.4 
27.5 

28.6 
29.5 

27.4 

20

25

30

35

40

40
42
44
46
48
50
52
54
56
58
60
62

27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

収入額に占める

市税の割合（％）
市税決算額の推移

（億円）

年度
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（単位：千円）

（１／２）

（１０／１０）

（１／２）

（１／２）

（２／３）

（１／３）

（１／２、５５／１００）

（１／２、５５／１００）

耐震診断費補助金 （１／２）

（１／２）

（１／２）

木造住宅耐震補強工事補助金

（１／３）

（１／２）

（１／３）

（１／３）

（１／３）

（１／３）

（１／２）

（１／３）

（１／３）

（１／３）

（１／２）

（１／２）

（１／３）

890

社会資本整備総合交付金（道路等）

18,108

607１６,０１２

970

416

446

９８,５７１
切れ目ない支援体制整備充実
　　　　　　　　　　　　　事業費補助金

公立学校情報機器整備費
　　　　　　　　　　　　　　　補助金（小）

48,671
学校施設環境改善交付金（中）
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越明許）

文化芸術振興費補助金 749

22,232

682

153,400

678

特別支援教育就学奨励費
　　　　　　　　　　　　　　　補助金（小）

文化財整備基本計画策定事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金

1,026

21,315

新たなステージに入ったがん検診
　　　　　 　の総合支援事業費補助金

693

社会資本整備総合交付金（道路等)
（繰越明許）

目

公立学校情報機器整備費
　　　　　　　　　　　　　　　補助金（中）

19,900

特別支援教育就学奨励費
　　　　　　　　　　　　　　　補助金（中）

理科教育設備整備費補助金（小）

合併処理浄化槽設置整備事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　  補助金

母子保健衛生費補助金

土 木 費 国 庫 補 助 金

主 な 内 容

778

496

教 育 費 国 庫 補 助 金

51,595

埋蔵文化財発掘等調査事業費
                                      補助金

公立学校情報機器活用支援体制
　　　　　　　　　　　　　整備費補助金

決 算 額

感染症予防事業費等国庫補助金

1,034

2,357

10,868

（５５／１００）

２５４,２５９

1,450

538

1,771

衛 生 費 国 庫 補 助 金

学校施設環境改善交付金
　　　　　　　　　（スポーツ文化課）

社会資本整備総合交付金
　　　　　　 　（都市計画）（繰越明許）

社会資本整備総合交付金
　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画）

理科教育設備整備費補助金（中） 297

学校施設環境改善交付金（小）
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越明許）

社会資本整備総合交付金（道路等)
（逓次繰越）

6,875

妊娠出産子育て支援交付金

新型コロナウイルスワクチン接種
 体制確保事業費補助金（繰越明許）

－ 26 －



（３）　委託金 決算額 千円

（単位：千円）

自衛官募集事務委託金

中長期在留者住居地届出等事務委託金

国民年金事務費委託金

年金生活者支援給付金事務費委託金

特別児童扶養手当事務委託金

過年度特別児童扶養手当事務委託金

国庫支出金・県支出金・市債の歳入総額に占める割合の推移

民 生 費 委 託 金

４８１

決 算 額

215

101

目

8,250

主 な 内 容

９,０４８

42

439

総 務 費 委 託 金

８,５６７

1

12.0 12.2 12.3

16.2

12.1 

30.5

20.1

14.2 
13.6 13.0

4.9 5.2 5.3
5.2 

7.4 

4.2 4.9 

5.4 

5.5 5.4 

8.3
9.6

11.6
13.3 

7.5 

5.5 
6.1 

5.0 

5.6 6.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

27 28 29 30 元 2 3 4 5 6

％

年度

国庫支出金
県支出金
市債
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（単位：千円）

健康増進事業費補助金 （２／３）

地域医療確保事業費補助金 （１／２）

地域自殺対策強化事業費補助金 （１／２）

骨髄移植ドナー助成事業費補助金 （１／２）

（１／２）

（１／２）

（１／６）

（１０／１０）

（１０／１０）

（１／３）

（１０／１０）

（１／２）

（７／１０）

農業委員会事務費交付金

（１／２）

水田農業構造改革推進補助金 （１０／１０）

中山間地域等直接支払事業交付金 （３／４）

農業委員会費補助金

農業経営基盤強化資金利子助成補助金

（１０／１０）

多面的機能支払交付金事業補助金 （３／４）

農地利用最適化交付金

（１／２）

土地改良事業調査設計事業補助金

（１０／１０）

有害鳥獣捕獲事業費補助金

ため池防災支援事業補助金

1,000

目 決 算 額 主 な 内 容

3,919

1,188

産前からの産後支援体制整備
　　　　　　　　モデル事業費補助金

152

27,955

96

1,840５６,４５０

6,270

学校給食地産地消推進事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金

2,164

1,208

１３,５５８

11

643

出産・子育て応援事業費補助金

508

地域資源活用可能性調査等事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金
海洋ごみ発生抑制対策事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金

6,000

経営所得安定対策事務費補助金

20

31金助補費業事獲捕獣鳥害有

太陽光発電設備等設置費補助金 3,451

衛 生 費 県 補 助 金

農 林 水 産 業 費 県 補 助 金

がん患者医療用補正具購入費
　　　　　　　　　　　　　　　　　 補助金

がん検診促進事業費補助金

農山漁村地域整備交付金

2,552

4,000

70

140

116

合併処理浄化槽設置整備事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　  補助金

8

新規就農者育成総合対策
　　　　　　　　　事業費補助金

立入検査市町村交付金

624

258

778

4,400

清流の国ぎふ・森林環境基金
　　　　　　　　　　　　　　　事業補助金

365

22

小児がん患者ワクチン再接種費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金

237

－ 30 －
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（単位：千円）

東濃中部病院事務組合派遣職員人件費負担金

東濃地域看護師修学資金負担金返還金

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

過年度東濃地域医師確保奨学基金負担金返還金

社会福祉協議会派遣職員人件費負担金

仮設電気使用料

クリーンセンター実証試験実費負担金

高齢者医療制度円滑運営補助金

高齢者保健事業費委託金

新型コロナウイルスワクチン定期接種助成金

能登半島地震被災地応援等負担金

東美濃歴史街道協議会負担金返還金

消防広域応援交付金

（５）　受託事業収入 決算額 千円

（単位：千円）

東濃5市消防指令センター共同整備負担金

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金返還金

346

19,311

決 算 額 主 な 内 容

5,570

4,920

13,965

444

219,670

２１９,６７０

1,000

主 な 内 容

1,271

21,431

２１９,６７０

70

消 防 費 受 託 事 業 収 入

717

280

81

目

目

雑 入 （ つ づ き ）

6,589

決 算 額

－ 38 －
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（単位：千円，％）

不燃物最終処分場整備事業債

県営ため池等整備事業債

市道等整備交付金事業債（繰越明許）

南垣外北野線道路改良事業債（辺地）

工場用地造成関連道路整備事業債

猿爪川浸水対策事業債（繰越明許）

狭あい道路整備等促進事業債

瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地区）債

瑞浪中学校改修事業債（繰越明許）

瑞浪南中学校改修事業債（繰越明許）

瑞浪小学校改修事業債（繰越明許）

道路照明ＬＥＤ化事業債

道路側溝等緊急対策事業債

道路側溝等緊急対策事業債（繰越明許）

市道等長寿命化事業債

県単急傾斜地崩壊対策事業債

猿爪川浸水対策事業債（繰越明許）

普通河川緊急対策事業債

普通河川緊急対策事業債（繰越明許）

瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地区）債

消防指令センター共同運用事業債

大湫公民館施設改修事業債

普通河川緊急浚渫推進事業債

消防車両・救急車両等更新事業債

消防ポンプ自動車等更新事業債

大湫公民館施設改修事業債

市民体育館施設改修事業債

84,300

26,900

1.100

1.200

35,800

8,900

389,600

5,000

1.050

備 考

1.700

1.400

31,100

6,600

33,300 2.000

1.200

1.100

1.200

1.100

1.200

15,100 1.700

17,900

地方公共団体金融機構

1.700

1.500

0.700

1.500

6,200

41,800

4,100

借 入 先

1.100

16,300

4,000

18,300

借 入 額

1.200

借 入 利 率

5,800 1.100

借 入 先 別 内 訳

政
　
府
　
資
　
金

う ち 財 政 融 資 資 金

8,600

1.050

26,000

30,200

38,400 1.100

0.950

76,700 1.100

そ の 他 の 金 融 機 関

15,600 0.950

49,900 1.050

22,500

23,800 1.100

61,200 2.200

11,700 1.200

25,500 1.100

2.000

工場用地造成関連道路整備事業債
　　　　　　　　　　　　　　　　　（逓次繰越）

現年土木施設単独災害復旧事業債
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越明許）
現年土木施設補助災害復旧事業債
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越明許）
南垣外北野線道路改良事業債（辺地）
　　　　　　　　　　　　　　　　（繰越明許）

10,300 1.500
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（単位：千円）

決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 内 容 決 算 額 特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

《危機管理課》

　・防犯機能付き電話機等購入費用補助事業の創設等、特殊詐欺防止対策を強化しました。

　・能登半島地震、奥能登豪雨の被災地へ職員を派遣しました。

○防犯活動推進経費

　　市民による青色防犯パトロール等を支援しました。

 　 また、特殊詐欺による被害を未然に防ぐため防犯

 　 機能付き電話機等購入費用補助事業を開始しました。

青色防犯パトロール車 台

防犯機能付き電話機等購入費用補助金

件

○防犯灯設置促進事業
　　防犯対策として新規にＬＥＤ防犯灯を設置した自治会に対して

　　補助金を交付しました。

ＬＥＤ防犯灯設置補助金　 件

○交通安全対策施設整備事業

　　道路反射鏡設置等の交通安全に係る整備を行いました。

　 道路反射鏡設置等 22  基 千円

道路区画線設置 15 ヶ所 m 千円

○災害支援事業

　　能登半島地震、奥能登豪雨被災地へ職員を派遣し、

　　災害支援を行いました。

派遣人数総計

派遣日数総計

○生活安全諸費

　　地域の生活安全推進のための助成を行いました。

　　 東濃西部地区防犯協会への助成金　

《企画政策課》

　・市制70周年記念事業「みずなみ世界一プロジェクト」「未来と自然プロジェクト研究」を実施しました。

　・機器の老朽化とWindows11への対応のため、職員が使用する事務用端末を更新しました。

　・第5次瑞浪市情報化推進計画を策定しました。

　・行政事務の自動化、省力化を図るためAI-OCR、RPAを利用し、事務の効率化に努めました。

　・公共施設予約システムを導入し、サービスを開始しました。

○広域行政組合負担経費

　　東濃西部広域行政事務組合の一般経費を負担しました。

○超深地層研究計画推進事業

　　瑞浪超深地層研究所の水質分析調査を実施しました。

　 141千円

1,077 千円

超深地層研究所水質分析業務委託料

1,087

1,132

7,751

8,025

158158

1,087

147

10

4,570.0

686

7,751

19

4,399

3,080

6

686

1,132

147

10 人

39 日間

8,025
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（単位：千円）

決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 内 容 決 算 額 特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

（３）　戸籍住民基本台帳費

《市民課》

　・戸籍の振り仮名記載に対応するため、システム改修を行いました。

　・証明書交付マルチコピー機等の設置により、書かない窓口の推進を図りました。

○戸籍住民基本台帳事務経費（繰越明許）

  

総合行政情報システム改修業務委託料

千円

○住民基本台帳ネットワークシステム運営経費

  

システム保守委託料 千円

住基ネット直接連携システム利用料 千円

○戸籍電算処理経費

  

振り仮名通知システム改修業務委託料

千円

戸籍システムクラウド利用料 千円

戸籍クラウドネットワーク使用料 千円

○戸籍電算処理経費（繰越明許）

  

戸籍情報システム改修業務委託料 千円

戸籍附票システム改修業務委託料 千円

○証明書等コンビニ交付導入事業（繰越明許）

  

コンビニ交付システム改修業務委託料 千円

○書かない窓口整備事業

  

証明書自動交付機導入業務委託料 千円

本人確認業務サポートシステム用機器購入

千円

2,426

2,200

3,212

408

　　住基ネットシステムの適正で安定した運営・管理を行いました。

475

　　振り仮名記載に係るシステム改修を行いました。

7,392

29,394

2,426

3,908
　　証明書交付マルチコピー機等を設置しました。

1,155

6,660

104,154

883 363

10,190

1,331

　　戸籍の振り仮名記載に係るシステム改修を行いました。

　　振り仮名記載に係るシステム改修を行いました。

7,815

4,702 4,702
　　振り仮名記載に係るシステム改修を行いました。

4,702

5,778

3,907

3,1031,309

2,426

5,412

1,309

5,412

520

68,7156,045
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６．　農林水産業費

　農林水産業費の決算額は２５９，０４６千円で、前年度比△１２６，８５７千円、３２．９％の減となりました。

　これは、主に農産物等直売所バーベキュー広場の整備が完了したことによるものです。

（単位：千円）

（１）　農業費

《農業委員会事務局》

　・農地法に基づく、農地転用申請等各種申請の、厳正な審議を行いました。

　・881haの農地の利用状況調査を実施し、遊休農地7.4haを確認しました。

○農業委員会事務経費

　　農地利用の最適化を図り、農業委員会を開会しました。

農業委員数 人

農地利用最適化推進委員数 人

農地法に基づく農地の権利移転の状況(令和6年度）

○農業者年金業務委託経費

　　農業者年金推進を図り、リーフレットを配布しました。

新規年金加入者数 0 人 受給者数 22 人

○農地中間管理機構集積支援事業

　　遊休農地利用状況調査を実施しました。

《農林課》

　・農業生産条件が不利となる中山間地域の集落組織等に交付金を交付し、農地の保全活動を支援しました。

　・新規就農者の経営開始を支援するための資金及び経営発展に必要な家畜の導入を支援しました。

　・県営ため池等整備事業として、岩倉大ため池の耐震化事業及び西洞ため池の廃止事業を実施しました。

○学校給食地産地消推進事業

　　県内産野菜等の使用に対し補助を行いました。

県内産農産物使用量 米25.2ｔ、野菜9.9ｔ他

○中山間地域等直接支払事業
　　生産条件が不利な農地を管理する営農集落等に対し補助

　　を行いました。

対象団体 5営農組合 14 集落

対象面積 240.7ｈａ

急傾斜 ｈａ

緩傾斜 ｈａ

畑・草地 ｈａ

14

8

第 ４ 条 関 係

108.1

0.4

37,273

（ 農 地 の 転 用 ）

決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 内 容 決 算 額 特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

217,610 68,695 8,900 2,314 137,701

区 分
第 ３ 条 関 係

（農地権利の移転）

件 数

21,599 8,068 2 13,529

91

利 用 権 設 定
計（ 担 い 手 へ の

新 規 集 積 ）

第 ５ 条 関 係
（転用を目的とする
農 地 権 利 の 移 転 ）

89 2

473 237 236

9,318

132.2

27,955

39 6 52 84 181

876 550 326

面 積 （ ha ） 4.4 0.2 3.4 7.5 15.5
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130 2,994 ( 1.5%)

142 7,732 (5.8%)

136 6,603 ( 2.4%)

133 7,745 ( 2.1%)

174 6,160 (2.2%)

122 3,545 ( 1.8%)

173 2,160 ( 0.8%)

171 6,137 ( 0.9%)

144 1,282 ( 4.2%)

150 3,747 ( 3.5%)

155 7,811 ( 1.2%)

157 6,862 ( 3.6%)

163 6,090 ( 4.7%)

124 6,459 ( 3.0%)

128 5,397 ( 3.9%)

139 8,516 ( 3.0%)

135 416 ( 3.4%)

132 3,275 ( 2.0%)

134 9,021 (3.5%)

140 857 ( 1.9%)
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（　参　考　）

翌年度へ繰越した事業

＜継続費＞ （単位：千円）

＜繰越明許費＞ （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

３ 民 生 費 １
社 会
福 祉 費

価 格 高 騰 重 点 支 援
給 付 金 給 付 事 業
（R6低所得世帯支援）

122,700 30,797 30,797

３ 民 生 費 １
社 会
福 祉 費

価 格 高 騰 重 点 支 援
給 付 金 給 付 事 業
（ R6 低 所 得 世 帯
こ ど も 加 算 ）

9,500 4,028 4,028

4 衛 生 費 ２ 清 掃 費
混 合 焼 却 施 設
設 備 改 修 事 業

400,000 374,000 81,300 261,700 31,000

７ 商 工 費 １ 商 工 費 企 業 立 地 促 進 事 業 11,905 11,905 11,905

８ 土 木 費 ２
道 路
橋 梁 費

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

9,000 160 55 105

８ 土 木 費 ２
道 路
橋 梁 費

南 垣 外 北 野 線
道 路 改 良 事 業

55,600 54,400 24,300 30,100

８ 土 木 費 ２
道 路
橋 梁 費

道路照明ＬＥＤ化事業 85,000 16,522 16,300 222

８ 土 木 費 ３ 河 川 費
普 通 河 川 緊 急
対 策 事 業

36,000 34,600 34,600

８ 土 木 費 ４
都 市
計 画 費

瑞浪駅周辺再開発事
業 （ 駅 北 地 区 ）

475,000 432,713 4,000 160,063 197,500 71,150

８ 土 木 費 ４
都 市
計 画 費

瑞浪駅周辺再開発事
業 （ 駅 南 地 区 ）

54,600 6,003 6,003

１０ 教 育 費 ２ 小学校費
施 設 改 修 事 業
（ 小 学 校 ）

3,500 3,460 3,460

1,262,805 968,588 85,300 194,943 534,400 153,945

※継続費の財源内訳のうち繰越金、繰越明許費の財源内訳のうち既収入特定財源と一般財源の合算額281,291千円が繰越事業費等充当財源
   繰越金となります。　 

計合

事　　業　　名 金　　額項款
翌　年　度
繰　越　額

左　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

既   収   入
特 定 財 源

未　収　入　特　定　財　源　
一般財源

国県
支出金

地方債 その他

８ 土 木 費 ２
道 路
橋 梁 費

工 場 用 地 造 成
関 連 道 路
整 備 事 業

268,700 159,800 15,500 175,300 89,300 86,000 86,000 22,900 36,300 26,800

８ 土 木 費 ４
都 市
計 画 費

瑞 浪 駅 周 辺
再 開 発 事 業
（ 駅 北 地 区 ）

50,000 20,000 9,976 29,976 10,830 19,146 19,146 19,146

318,700 179,800 25,476 205,276 100,130 105,146 105,146 42,046 36,300 26,800

左の財源内訳

繰越金

特定財源
残額

翌年度
逓　次
繰越額

本年度継続費予算現額

予　算
計上額

前年度
逓　次
繰越額

計

支出済額
及び支出
見込額

款 項 事　　業　　名
継続費
の総額

合　　　　　　　　　　計
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〔３〕　歳出決算状況

１．　総務費 決算額 千円

  総務費の決算額は１６，６８５千円で、前年度比△２，４７６千円、１２．９％の減となりました。

  主な内容は次のとおりです。
（単位：千円）

　（１）　総務管理費

○後期高齢者事務経費

　（２）　徴収費

○後期高齢者保険料徴収経費

被保険者数の状況（令和7年3月31日現在） （単位：人）

）人：位単（況状動異別由事者険保被

２．　後期高齢者医療広域連合納付金 決算額 千円

　後期高齢者医療広域連合納付金の決算額は６４７，３１7千円で、前年度比６６，６８０千円、

 １１．５％の増となりました。
（単位：千円）

　（１）　後期高齢者医療広域連合納付金

○後期高齢者納付金事業

円千金担負等料険保　

円千金担負定安盤基険保

円千金担負費務事合連域広

円千金担負費業事健保

481

計認定取消 その他

8,788

繰 入 金 繰 越 金

29,179

691

　　後期高齢者医療広域連合へ各種負担金を納付しました。

116,620

６４７,３１７

事 業 内 容 決 算 額
決 算 額 の 財 源 内 訳

他のそ料険保

647,317 480,823 153,908 11,895 691

492,730

647,317 480,823 153,908 11,895

資格喪失 死　　亡 転　　出

4 0 4

生保開始

人　　数 448 25

13,036

680

3,107 3,104 1

　　保険料額決定通知書・納付書の発送等を行いました。

65歳～74歳 75歳以上

被保険者数

034数　　人 663 10

13,578

1

資格取得 75歳到達 転　　入 生保廃止

2

2

障害認定 その他

542

合計

計

　　職員給与等の支給及び被保険者証の交付等を行いました。

職員の状況 3名（うち会計年度任用職員1名）

3,107 3,104

26 6,620 6,646

13,578

13,036 542

１６,６８５

事 業 内 容 決 算 額
決 算 額 の 財 源 内 訳

保 険 料 繰 入 金 繰 越 金 そ の 他
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（単位：千円）

○居宅介護サービス計画給付費 千円

（単位：件，千円）

※令和6年3月提供～令和7年2月提供分

　（２）　介護予防サービス等諸費

要支援１、２の方が利用した各サービスの負担分です。

○介護予防サービス給付費 千円

（単位：件，千円）

※令和6年3月提供～令和7年2月提供分

○地域密着型介護予防サービス給付費 千円

（単位：件，千円）

※令和6年3月提供～令和7年2月提供分

○介護予防福祉用具購入費 千円

（単位：件，千円）

○介護予防住宅改修費 千円

（単位：件，千円）

○介護予防サービス計画給付費 千円

（単位：件，千円）

※令和6年3月提供～令和7年2月提供分

　（３）　その他諸費
国保連合会に委託した審査支払手数料です。

介護サービス等審査支払手数料　（単位：件，千円）

713 1,209 871 498

5,774

区　　　　　　分 件　数

3,291

公費負担額

審査支払件数 審査支払手数料

50,999 3,291

5,127住 宅 改 修 費 50

※令和6年3月提供～令和7年2月提供分

5,127

区　　　　　　分 件　数 費　用　額 公費負担額

介 護 予 防 支 援 2,863 13,242

地 域 密 着 型 サ ー ビ ス 27 4,577

福 祉 用 具 購 入 費 61 2,251

13,242

4,205

2,011

区　　　　　　分 件　数 費　用　額 公費負担額

2,011

区　　　　　　分 件　数 費　用　額 公費負担額

計 3,911

4,205

70,688 63,020

17,742 32,761

そ の 他

特定施設入居者生活介護 208 21,152 18,770

90 2,973

居 宅 介 護 支 援 10,576 161,900

決 算 額
決 算 額 の 財 源 内 訳

16,934

161,900

区　　　　　　分 件　数 公費負担額

13,494

2,059 1,805

18,915

訪 問 サ ー ビ ス 1,045 25,589 22,885
通 所 サ ー ビ ス

2,626
福 祉 用 具 貸 与 2,523

短 期 入 所 サ ー ビ ス

公費負担額

87,605

45

23,608

63,020

区　　　　　　分 件　数 費　用　額

保 険 料 国県支出金 基金交付金
事 業 内 容
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２．　公債費 決算額 千円

公債費の決算額は、１１，０３１千円でした。市債の残高状況は次のとおりです。
（単位：千円）

（１）　公債費

市債借入先別・利率別現在高の状況 （単位：千円）

※万円未満は四捨五入　（　）内は対前年度伸び率％

３．　基金積立金 決算額 千円

基金積立金の決算額は、９，７２４千円でした。

（単位：千円）

（１）　基金積立金

○駐車場施設整備基金積立金

その他

１１,０３１

事 業 内 容 決 算 額
決 算 額 の 財 源 内 訳

使用料 繰越金

11,015 千円 利  子 16 千円

11,031 11,031

　　駐車場施設整備基金への積立を行いました。

9,724 9,700 24

0.2％以下 0.3％以下 0.4％以下 0.5％以下 0.6％以下

９,７２４

事 業 内 容 決 算 額
決 算 額 の 財 源 内 訳

使用料 繰越金 その他

地方公共団体金融機構 14,309 14,309

42007,9427,9

区 分 ６ 年 度 末
残 高

借　　　　　入　　　　　利　　　　　率

0.1％以下

計 14,309 14,309

元  金

0 20 40 60 80 100

28

29

30

元

2

3

4

5

6

市債現在高の推移（各年度末）年度

百万円

9,130万円 (18.1%)

6,938万円(△13.7%)

9,141万円 (0.1%)

8,040万円 (△12.0%)

5,837万円 (△15.9%)
4,735万円(△18.9%)

1,431万円（△43.5%）

3,634万円（△23.3%）

2,532万円（△30.3%）
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